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岐阜県地域公共交通協議会における各種手続き等について 

 
令和３年４月９日 

岐阜県地域公共交通協議会 

 

 

 

１ 鉄道関係 

 

（１） 生活交通改善事業計画の策定 

ア 計画の策定（当初） 

 

 

 

  

 

 

イ 当初の計画内容を変更する場合 

  

 

 

 

  

【協議会】 

②計画の決定 

※計画案は 
事務局が作成 

③決定通知 

①申し出 
（別記様式３を提出） 

【鉄道事業者】 

①申し出 

※申し出の時
期 は 会 長 が
別途指定 

国 

④交付申請時に 
協議会で決定 
した計画を提出 

【協議会】 

】）】 

②計画の変更 
決定 

 
 
 
 
 
※計画案は事務局

が作成 

【鉄道事業者】 

①変更申し出 

③決定通知 

①変更申し出 
（別記様式４を提出） 国 

④交付申請時に 
協議会で変更決定 
した計画を提出 

関係市町村・

鉄道事業者全

ての同意によ

り決定 

 

○岐阜県地域公共交通協議会における各種手続き等の主な流れや注意事項などを本書に 
記載します。 

○手続きの詳細については、岐阜県地域公共交通協議会事務局（県・公共交通課）にお問い
合わせください。 
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２ バス関係 

 

（１）地域間幹線系統確保維持計画の策定 

地域間幹線系統確保維持費国庫補助金及び車両減価償却費等補助金については、補助金の
交付年度の前年度（例年６月末〆）までに下記の流れで協議会から国に計画の認定申請を行
います。 

ア 計画の策定（当初） 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

  

イ 当初の計画内容を変更する場合 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

【協議会】 

②計画の決定 

※計画案は 
事務局が作成 

⑤認定通知内容の通知 
※事業主体が市町村の系統につい 

ては、市町村にも通知 

①申し出（別記様式１を提出） 

【乗合バス事業者】 

①申し出 

〔申し出の時期は会長
が別途指定〕 

国 

③
計
画
の 

認
定
申
請 

（
例
年
６
月
末
〆
） 

④
計
画
の
認
定
通
知 

（
事
業
実
施
日
の
前
ま
で
） 

●計画に記載されていない系統は、補助金を受けることはで
きません。 

●協議会から国に計画の認定申請をして（③）以降は、新た 
に系統を追加することはできません。 

●新たに運行予定の系統がある場合や既存路線を再編する 
予定がある場合は、申し出前にお早めに協議会にご相談く
ださい。 

●計画作成に当たり、申し出内容に関するヒアリング（４～
５月の予定）を実施します。 

（例年６月上旬） 

【協議会】 
②計画の変更決定 

 
 
 
 
※計画案は事務局が作成 
※変更内容に応じて協議会にお 

ける協議を省略できる場合あ
り（この場合、③と同時に関係
市町村・乗合バス事業者と変更
後の計画を情報共有する。）。 

⑤認定通知内容の通知 
※事業主体が市町村の系統につい 

ては、市町村にも通知 
 

①変更申し出（別記様式２を提出） 

【乗合バス事業者】 

①変更申し出 

〔変更予定日の 
 ２カ月前まで〕 

国 

③
計
画
の 

認
定
申
請
又
は
届
出 

（
変
更
予
定
日
の
前
） 

●運行計画の変更日前までに計画を変更していない場合、補助
金を受けられないことがありますので、事業内容を変更する
予定がある場合は、上記のスケジュールにより変更申し出を
してください。 

 
＜事業内容の変更の例＞ 
 運行回数の変更、経路変更、車種の変更や見積金額の変更な

どによる取得予定車両の価格変更  など 

④
計
画
の
認
定
通
知 

（
変
更
予
定
日
の
前
） 

関係市町村・乗合バス事業者
全ての同意により決定 
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（２）路線の休止又は廃止 

道路運送法施行規則第１５条の４第２号に該当する場合は、下記のとおり手続きを進めま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

    

 

 

   

   

 

  

  

  

   

   

   

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 
※検討の結果、路線の運行
継続や休廃止予定日の延長
を希望する場合は、その旨
を意見提出してください。 

【乗合バス事業者】 

 

 

休廃止の届出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

                   

                    

                           

協議が調ったと認められる 
場合は、その旨を通知 

路線定期運行に係る路線の休止・廃止の意向 

〔休廃止予定日の６月前までの国への届出前まで〕 
休廃止の意向の申し出 

※１ 

関係市町村に対し、 
・申し出内容を通知 
・生活交通確保方策等

について意見照会 

＜対応方策等を決定＞ 

休廃止予定日の 
６月前まで 

生活交通の確保方策
等を検討             
                           

【市町村】 

②休廃止の意向の申し出 
（別記様式５） 

 

【協議会】 

＜協議を省略できる事案※２＞ ＜協議を要する事案＞ 

分科会（小部会）
において検討・
調整 

＜省略可＞ 

＜省略不可＞ 

③ 

 
④意見を提出 
（別記様式６－２） 

 

関係市町村に対し、 
・申し出内容を通知 
・協議省略の可否を 

照会 

①市町村等の関係 
者に対して情報 
提供 

 

（別記様式６－１） 

 

幹事会において
協議 

⑥ 

 

⑤ 

 
⑤ 

 
協議省略事案
として決定 

＜協議が調わ 
ない場合＞ 

【国（中部運輸局岐阜運輸支局）】 

】 休廃止予定日の 
３０日前まで 

Ａ 

Ｂ 

Ａ Ｂ 

⑦休廃止の届出 

 

※道路運送法施行規則第１５条の４第２号…当該路

線の休止又は廃止について地域協議会（地域住

民の生活に必要な旅客輸送の確保に関する協議

会であつて、関係地方公共団体の長、地方運輸

局長その他の関係者により構成されることその

他の国土交通大臣が告示で定める要件を備える

ものをいう。以下同じ。…岐阜県地域公共交通

協議会）において協議が調つた場合 

協
力 

協議会に結果報告 
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※１ 道路運送法施行規則第１５条の４第１号及び第３号に該当する場合は、協議会に対し

する休廃止の申し出は不要です。この場合、協議会における協議等を経ることなく、乗

合バス事業者が休廃止予定日の３０日前までに国に休廃止の届出を行うことになりま

す。 

   

 第１号： 当該路線において他の一般乗合旅客自動車運送事業者が一般乗合旅客自動車運

送事業を現に経営し、又は経営するものと見込まれる場合 

 

 第３号： 前二号に掲げる場合のほか、旅客の利便を阻害しないと地方運輸局長が認めて

あらかじめ公示する場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※２ 以下のア～ウまでのいずれかに該当するもので、関係市町村長全ての同意が得られた

場合は、協議を省略する事案として取り扱います。 

 

ア 休止又は廃止後も代替交通機関がある等、旅客の利便の確保が図られることが見込

まれる場合で、休止又は廃止について関係市町村長及び会長が必要と認める者すべて

の同意を書面で得ているもの 

 

イ 特定の施設に係る旅客を専ら輸送していた路線であって、当該施設の廃止により運

送が必要でなくなったと認められるもの 

   

ウ 単一市町村域内の休止又は廃止であるもの 

１ 高速バス路線（５０㎞未満の利用が可能なものを除く。）の休止又は廃止の場合 

２ 付替路線（停留所の位置の変更がないものに限る。）の開設に伴う路線の休止又は

廃止の場合 

３ 定期観光運送に係る路線の休止又は廃止の場合 

４ 当該路線の休止又は廃止について、地域協議会の分科会として設置された地域公共

交通会議または道路運送法施行規則第９条第２項の規定による協議会において協議

が調った場合 ………分科会規程第５条第４項 

 

 

 

 

 

５ 前４項に定めるもののほか、適用地域毎に次のとおりとする。 

（５）岐阜県を適用地域とする場合 

① 休止から１年以上経過した路線の廃止 

② ５００㍍以内の区間の休止又は廃止 

中部運輸局告示（平成１４年１月１８日中運局公示第２４０号） 

市町村長が主宰する道路運送法施行規則（昭和 26 年運輸省令第 75 号）
第９条の２に規定する地域公共交通会議又は地域公共交通の活性化及
び再生に関する法律（平成 19 年 5 月 25 日法律第 59 号）第６条に規
定する協議会は、協議会の分科会とみなす。なお、この場合の協議事
項は、道路運送法施行規則第３条の３第１号に定める路線定期運行に
係る路線の休止又は廃止に係る事項とする。 
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【参考】  

 

路線の休止又は廃止に係る法手続き関係法令 
 

 

◇道路運送法 

第十五条の二  路線定期運行を行う一般乗合旅客自動車運送事業者は、路線（路線定期運行に係る

ものに限る。）の休止又は廃止に係る事業計画の変更をしようとするときは、その六月前（旅客

の利便を阻害しないと認められる国土交通省令で定める場合にあつては、その三十日前）までに、

その旨を国土交通大臣に届け出なければならない。  

２  国土交通大臣は、一般乗合旅客自動車運送事業者が前項の届出に係る事業計画の変更（同項の

国土交通省令で定める場合における事業計画の変更を除く。）を行つた場合における旅客の利便

の確保に関し、国土交通省令で定めるところにより、関係地方公共団体及び利害関係人の意見を

聴取するものとする。  

３  国土交通大臣は、前項の規定による意見の聴取の結果、第一項の届出に係る事業計画の変更の

日より前に当該変更を行つたとしても旅客の利便を阻害するおそれがないと認めるときは、その

旨を当該一般乗合旅客自動車運送事業者に通知するものとする。  

４  一般乗合旅客自動車運送事業者は、前項の通知を受けたときは、第一項の届出に係る事業計画

の変更の日を繰り上げることができる。  

５  一般乗合旅客自動車運送事業者は、前項の規定により事業計画の変更の日を繰り上げるときは、

あらかじめ、その旨を国土交通大臣に届け出なければならない。  

６  一般乗合旅客自動車運送事業者は、第一項に規定する事業計画の変更をしようとするときは、

あらかじめ、その旨を営業所その他の事業所において公衆に見やすいように掲示しなければなら

ない。 

 

◇道路運送法施行規則 

（一般乗合旅客自動車運送事業の事業計画の変更の特例） 

第十五条の四 法第十五条の二第一項の旅客の利便を阻害しないと認められる国土交通省令で定め

る場合は、次に掲げる場合とする。 

一 当該路線において他の一般乗合旅客自動車運送事業者が一般乗合旅客自動車運送事業を現に

経営し、又は経営するものと見込まれる場合 

二 当該路線の休止又は廃止について地域協議会（地域住民の生活に必要な旅客輸送の確保に関

する協議会であつて、関係地方公共団体の長、地方運輸局長その他の関係者により構成される

ことその他の国土交通大臣が告示で定める要件を備えるものをいう。以下同じ。）において協

議が調つた場合 

三 前二号に掲げる場合のほか、旅客の利便を阻害しないと地方運輸局長が認めてあらかじめ公

示する場合 
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◇中部運輸局告示（平成１４年１月１８日中運局公示第２４０号） 

道路運送法施行規則第１５条の４第３号の規定に基づく「旅客の利便を阻害しない場合」を下記のと

おり公示する。 

記 

１ 高速バス路線（５０㎞未満の利用が可能なものを除く。）の休止又は廃止の場合 

２ 付替路線（停留所の位置の変更がないものに限る。）の開設に伴う路線の休止又は廃止の場合 

３ 定期観光運送に係る路線の休止又は廃止の場合 

４ 当該路線の休止又は廃止について、地域協議会の分科会として設置された地域公共交通会議または道

路運送法施行規則第９条第２項の規定による協議会において協議が調った場合 

５ 前４項に定めるもののほか、適用地域毎に次のとおりとする。 

（５）岐阜県を適用地域とする場合 

① 休止から１年以上経過した路線の廃止 

② ５００㍍以内の区間の休止又は廃止 

 

◇道路運送法による一般乗合旅客自動車運送事業の路線の休止又は廃止に関する手続の取扱いについて

（平成１３年９月２６日国自旅第九二号） 

 省略 
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岐阜県地域公共交通協議会等運営要領 

 

 平成２３年  ６月１５日       

平成２５年  ４月  １日（改正） 

平成２６年  ４月１０日（改正） 

平成２７年  ４月  ９日（改正） 

平成３０年  ２月２６日（改正） 

令和  ３年  ４月  ９日（改正） 

   

 

 

岐阜県地域公共交通協議会（以下「協議会」という。）の運営に関し、協議会規約第１９条に定める「協議会

の運営に関し必要な事項」については、本要領のとおりとする。 

 

 

 

１ 地域間幹線系統確保維持計画の策定に係る手続きについて 

協議会規約第７条第３項第４号に定める国庫補助金（地域公共交通確保維持改善事業）に係る

計画のうち、地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱（以下「国要綱」という。）第７条第２項に定め

る地域公共交通確保維持事業に限定した計画（以下「地域間幹線系統確保維持計画」という。）の策定に

係る手続きについては、次の（１）から（５）までに定めるところによる。  

（１）地域間幹線系統確保維持計画への位置づけの申し出  

道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第３条第１号イに定める一般乗合旅客自動車運送事業を経営する

者（以下「乗合バス事業者」という。）は、国要綱第２編第１章第１節地域間幹線系統確保維持費国庫補助金及

び第３節車両減価償却費等国庫補助金の交付を受けようとする場合、会長が指定する日までに、別記様式１

により補助金の交付を受けようとする事業について、会長に対して地域間幹線系統確保維持計画への位

置づけを申し出るものとする。 

 

（２）地域間幹線系統確保維持計画の決定等 

会長は、（１）に基づく申し出内容等を踏まえ、国要綱第７条第１項各号及び第２１条第１項各号に掲げる事

項を記載して事務局が作成した地域間幹線系統確保維持計画について、協議会規約第７条第３項第

４号に基づき決定したうえで、国要綱第８条に基づき国に認定申請するものとする。 

 

（３）変更申し出  

乗合バス事業者は、（２）に基づき決定した地域間幹線系統確保維持計画に位置付けた事業の

内容に変更が生じる場合は、原則として変更予定日の２カ月前までに別記様式２により、会長に対して事業の

内容の変更を申し出る（以下「変更申し出」という。）ものとする。 
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（４）地域間幹線系統確保維持計画の変更等 

会長は、（３）に基づく変更申し出があったときは、変更内容に応じて次のア及びイに定めるところにより、地

域間幹線系統確保維持計画の変更手続きを行うものとする。 

ア 事業の内容を変更する際に、計画額の変更を生じる場合 

会長は、協議会規約第７条第４項に基づき、事業に関係する市町村及び乗合バス事業者全ての合意

を得て地域間幹線系統確保維持計画の変更を決定したうえで、国要綱第９条に基づき国に変更認

定申請するものとする。 

      ただし、国要綱第２編第１章第１節地域間幹線系統確保維持費国庫補助金に係る事業の内容を変更す

る際に、計画額の変更を生じる場合で、地域公共交通確保維持改善事業実施要領（以下「国実施要領」

という。）２．（１）④イ．の規定に該当する場合は、会長は、協議会規約第７条第４項に基づき決定したもの

として取り扱うことができる。この場合、会長は、変更後の地域間幹線系統確保維持計画について、事

業に関係する市町村及び乗合バス事業者と情報共有するものとする。 

イ 事業の内容を変更する際に、計画額の変更を生じない場合（事業の目標その他の特に重要と認められ

る事業内容の変更を行う場合を除く。） 

会長は、変更後の計画について国実施要領２．（１）⑮ア．に基づき変更届出を行うものとする。 

なお、国要綱第２編第１章第１節地域間幹線系統確保維持費国庫補助金に係る事業の内容の変更に

ついては、変更後の地域間幹線系統確保維持計画について、事業に関係する市町村及び交通事業

者において情報共有するものとする。 

 

（５）地域間幹線系統確保維持計画の認定通知 

会長は、（２）及び（４）に基づき国に申請等した地域間幹線系統確保維持計画について、国から国要

綱第１０条第１項及び第２２条に基づく通知があったときは、乗合バス事業者（事業主体が市町村の

場合は乗合バス事業者及び市町村）にその通知内容を通知するものとする。 

 

２ 生活交通改善事業計画の策定に係る手続きについて 

協議会規約第７条第３項第４号に定める国庫補助金（地域公共交通確保維持改善事業及び鉄道

施設総合安全対策事業）に係る計画のうち、国要綱第９９条第２項に定める鉄道軌道安全輸送設備等

整備事業に限定した計画及び鉄道施設総合安全対策事業費補助交付要綱（以下「国鉄道要綱」と

いう。）第３２条第１号に定める計画（以下「生活交通改善事業計画」という。）の策定に係る手続きに

ついては、次の（１）から（４）までに定めるところによる。 

（１）生活交通改善事業計画への位置づけの申し出  

国要綱第９８条第３項に定める鉄道事業者及び国鉄道要綱別表１に定める鉄道軌道安全輸送

設備等整備事業に係る補助対象事業者のうち鉄道事業者（以下「鉄道事業者」という。）は、国要綱

第３編第３章鉄道軌道安全輸送設備等整備事業及び国鉄道要綱第６章鉄道軌道安全輸送設備等整備事業

に係る補助金の交付を受けようとする場合、会長が指定する日までに、別記様式３により補助金の交付を受け

ようとする事業について、会長に対して生活交通改善事業計画への位置づけを申し出るものとする。 
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（２）生活交通改善事業計画の決定等  

  会長は、（１）に基づく申し出内容等を踏まえ、国要綱第９９条第１項各号に掲げる事項及び国鉄道要綱第３４

条第２項各号に掲げる事項を記載して事務局が作成した生活交通改善事業計画（国要綱第９９条第３項に定

める追記書類及び国鉄道要綱第３４条第３項に定める追記書類含む。）について、協議会規約第７条第３

項第４号に基づき決定するものとする。 

 

（３）変更申し出  

鉄道事業者は、生活交通改善事業計画に位置付けた事業の内容に変更が生じる場合は、会長が

指定する日までに別記様式４により会長に対して変更申し出をするものとする。 

 

（４）生活交通改善事業計画の変更等  

 会長は、（３）に基づく変更申し出があったときは、協議会規約第７条第４項に基づき、事業に関係する市町

村及び鉄道事業者全ての合意を得て生活交通改善事業計画の変更を決定するものとする。 

 

（５）生活交通改善事業計画の決定通知 

  会長は、（２）及び（４）に基づき生活交通改善事業計画を決定したときは、決定した内容を関係する鉄道事業

者に通知するものとする。 

 

３ 路線の休止又は廃止に係る手続きについて 

道路運送法第１５条の２第１項の旅客の利便を阻害しないと認められるとして道路運送法施行規則第１５条の４

第第２号に定める場合の手続きについては、次の（１）から（５）までに定めるところによる。 

（１）バス路線の休止又は廃止に係る申し出 

乗合バス事業者は、道路運送法施行規則第３条の３第１号に定める路線定期運行に係る路線（以下「バス路

線」という。）を休止又は廃止しようとする場合は、原則として道路運送法第１５条の２第１項に定める休止又は廃

止の予定日の６月前までの国への届出を行う前に、次のアからケまでに掲げる事項を記載又は資料添付した別

記様式５により、会長に対してその意向を申し出るものとする（道路運送法施行規則第１５条の４第１号及び第３

号に定める場合を除く。）。 

なお、乗合バス事業者は、「道路運送法による一般乗合旅客自動車運送事業の路線等の休止又は廃止に

関する手続きの取扱いについて（国自旅第９２号）」Ⅰ．１．（１）に定める事業計画変更事前届出書及び同（２）

に定める添付書類の写しの添付をもって次のアからケまでに掲げる事項を記載等した資料の添付に代えること

ができる。 

ア 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

イ 休止し、又は廃止しようとする路線 

ウ 休止又は廃止の予定日 

エ 休止に係る場合は、予定する休止の期間 

オ 休止又は廃止を必要とする理由（簡潔に記載すること。また、詳細な説明は、別紙によること。） 

カ 休止し、又は廃止しようとする路線の路線図 

キ 休止し、又は廃止しようとする路線の現況を記載した書類であって次に掲げるもの 
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 （ア）輸送量（最近３年間の実績：主な停留所間の流動データ、平均乗車密度、定期旅客数） 

 （イ）運行状況（運行回数等） 

 （ウ）収支状況（最近３年間の営業収支実績等） 

ク 休止し、又は廃止しようとする路線についてこれまで講じてきた経営努力の内容 

ケ その他当該路線を巡る状況の変化等 

 

（２）関係市町村等への事前の情報提供等 

乗合バス事業者は、生活交通の確保方策の検討を円滑に進めるため、（１）の申し出を行う前に、関係市町

村等に情報提供を行うものとし、情報提供の時期及び内容について配慮するものとする。 

なお、乗合バス事業者から情報提供を受けた市町村は、速やかに生活交通の確保方策の検討を行うものと

し、乗合バス事業者は市町村が生活交通の確保方策の検討を行うに当たり協力するものとする。 

 

（３）関係市町村長への意見照会 

   会長は、（１）に基づく申し出があったときは、関係市町村長に申し出の内容を通知し、生活交通の確保方策

等について意見を求めるものとする。 

この場合、関係市町村長は、生活交通の確保方策等を検討し、会長が指定する日までに、別記様式６－１

（（４）なお書きに定める協議を省略できる事案に該当する場合は、別記様式６－２）により会長に対し、意見（路

線の運行継続や休止又は廃止予定日の延長を希望する場合を含む。）を述べるものとする。 

 

（４）協議の実施及び協議を省略できる事案 

   会長は、関係市町村長の意見を尊重し、生活交通の確保方策等について、分科会において検討及び調整

を行ったうえで、幹事会において協議を行うものとする。 

   なお、会長は、次のアからウまでのいずれかに該当する場合であって、分科会及び幹事会における協議を

省略できる事案として取り扱うことについて、別記様式６－２により関係市町村長全ての同意が得られた場合は、

協議を省略することができるものとする。 

ア 休止又は廃止後も代替交通機関がある等、旅客の利便の確保が図られることが見込まれる場合で、休

止又は廃止について関係市町村長及び会長が必要と認める者すべての同意を書面で得ているもの 

イ 特定の施設に係る旅客を専ら輸送していた路線であって、当該施設の廃止により運送が必要でなくなっ

たと認められるもの 

ウ 単一市町村域内の休止又は廃止であるもの 

 

（５）休止又は廃止の決定 

会長は、（４）の協議結果を踏まえ、道路運送法施行規則第１５条の４第２号に定める協議が調ったと認めら

れる場合は、（１）の申し出を行った乗合バス事業者及び関係市町村長並びに岐阜運輸支局長あてに協議が

調ったことについて通知するものとする。  

 


